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要　　旨

  地域産業の競争力を全体的に高めようとするような場合、地域特殊的技能・技術の継承を図る仕組
みづくりを行い、地域産業にとって不可欠な技能・技術をもつ人材を育成することが、地域全体の課
題となる。そのような場合のモデルとして、本稿では酒造業を取り上げる。そして酒造業での人材育
成について、制度的な流れを整理する。さらに、先進地域である新潟・山形・福島の事例を用いて、
(a)  学校設置型、(b)  公設研究機関主導型、(c)  折衷型、という人材育成の仕組みが戦略的に整えられて

いることを明らかにし、それらの仕組みが運営されることによって人材育成が継続的に進められてい
ることを示す。
  新潟における人材育成は、学校という教育の仕組みを整えることによって進められている。新潟清
酒学校という教育・研修機関の立ち上げは、地域の酒質を淡麗辛口の方向にシフトさせるという明確
な戦略に基づいて行われている。同校の運営には、地域の関係者が関与する体制がつくられ、さらに
酒造業に関連する団体・各種機関の連携が緊密に行われた結果、県内メーカーで28名の卒業生が杜氏
を務めている。
  山形における人材育成は、公設研究機関のイニシアティブによって進められている。短期研修、お
よび研修生制度による教育・研修の仕組みは、地域の酒質を濃淳旨口の方向にシフトさせるという戦
略に基づいて行われている。同地では、山形県工業技術センターが新たな原材料の開発、県産酵母の
開発などと同時に、人材育成でも主導的な役割を果たしている。
  福島における人材育成は、学校設置型と公設研究機関主導型双方の折衷型によって行われている。
具体的には、学校制度として清酒アカデミーという機関が設けられ、同時に福島県ハイテクプラザ・
会津若松技術支援センター主導による技術講習と、研究員制度が設けられている。こうした人材育成
の仕組みは、多様な味を活かしながら地域の酒質を高め、全国新酒鑑評会での金賞獲得数日本一を目
指す戦略と整合性をもったかたちで進められている。

  地域のコミュニティをベースとした人材育成は、地域競争力のプラットフォームの役割を果たすも
のであり、人材育成の継続的運営は、地域コミュニティの連携と協調によってこそ果たされる。

キーワード

産地の中小企業、連携と協調、地域のコミュニティをベースとした人材育成システム、地域の発展戦
略と人的リソース、学校設置型の人材育成、公設研究機関のイニシアティブ

英文要旨

  �e  human  resource  development  (HRD)  has  long  been  intended  for  and  carried  out  mainly  by  large 
companies.  Most  small-and-medium  sized  companies  (SMEs),  on  the  other  hand,  cannot  afford  to  execute
HRD  independently  due  to  a  shortage  of  managerial  resources  such  as  manpower,  material  and  money.  SMEs
can  have  difficulty  in  keeping  a  minimum  number  of  employees;  so  when  they  want  to  train  their  employees
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１．はじめに

　伝統産業の多くは、特定の地域に集積し、いわ

ゆる産地を形成している。産地の形成によって、

専門性の高い技能・技術を持った人材の育成、確

保が容易になるということが、集積のメリットと

いうかたちで指摘される。

　しかし、伝統産業の企業が集積している産地に

おいては、集積のメリットが働かない状況にあ

り、人材不足が常態化している（中小企業庁編

「産地概況調査（平成17年度）」）。いわゆる2007年

問題による熟練技能者・技術者の不足を引き合い

に出すまでもなく、伝統産業では地域の特性に根

ざした要因、すなわち伝統的な原材料や、技能・

技術を持った人材を確保できることがその存立基

盤としてとりわけ重要である。したがって、後継

者を育成することが大きな課題となっている。

　酒造業１）でも、酒づくりの現場における高齢

化、人材不足が慢性化している。それら技能者人

材が担ってきた酒づくりに不可欠な技能・技術の

ある部分は、最新の設備機器を導入することによ

るプラント化等により代替可能であるとされてい

る。しかし、特に産地の酒造業では、コストの側

面、および技能・技術の強化をつうじた競争力向

上という戦略意図、という２つの理由によってプ

ラント化の方向に舵を切るという意思決定を行う

企業は少数にとどまっている。

　そうした条件を勘案すると、酒造業を続けてい

くには酒づくりを担う人材を育成することが必要

になる。したがって、人材育成をつうじて製品の

品質や安全性の向上を図り、競争力を高めようと

することは一定の合理性を持つのである。酒造業

においては、各地域、各企業の実情にあわせて人

材育成の取り組みが進められている。

　本稿では、酒造業を取り上げ、同産業での人材

育成について、従来型の制度的な流れを整理す

る。そして、新潟・山形・福島の事例を用いて、

先進地域では、(a)学校設置型、(b)公設研究機関
主導型、(c)折衷型、という人材育成の仕組みが、
地域のコミュニティをベースとして戦略的に整え

られていることを明らかにする。さらに、中小企

業の人材開発システムの一環としてそれらの仕組

みが用いられており、コミュニティをベースとし

て運営される仕組みによって人材育成が継続的に

進められていることを示す。

２．既存研究の整理

　経営者が製造設備と原材料を提供し、産業特殊

的技能をもつ酒造技能者に製造工程を委ねるとい

う経営スタイルが成立していた従来型の酒造業に

おいて、技能者に求められたのは酒を腐らせな

い、すなわち腐造を回避して安定的に醸造を行う

ことを可能にする技能・技術を保有していること

であった。安定醸造の指導的機関となったのは、

大蔵省醸造試験所（現：独立行政法人酒類総合研

究所）であり、醸造・発酵・バイオといった見地

から研究が進んできた。同時に、各企業の研究開

発部門等による研究が進められた。これらの機関

の研究成果は、現場にフィードバックされて安定

who have industrially specific skills or to have those skills passed along to younger employees, a different type of 
HRD system which is “local-community-based” needs to be designed. �is community-based HRD system is 
organized by some companies related to a specific industry, in corporation with the research and development 
(R&D) institutes organized by the government.

In this paper, I focus on the ‘sake’ brewing industry to argue how the community-based HRD systems 
work in the following three local areas of Japan: Niigata, Yamagata, and Fukushima. �rough introducing each 
case, I show that the community-based HRD systems are conducted according to the local characteristics and 
the strategies of local development. Also, I indicate that the HRD systems based on a competitive strategy in 
a local area help SMEs to train their employees continuously and to pass along their employees’ industrially 
specific skills to the next generation.
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である。そして、それはとりわけ中小規模の酒造

メーカーが、技能者育成を進めようとする直接的

な契機となっている。

　しかし、製造現場の高齢化や人材不足という課

題の解決策は、人材育成だけではない。酒造メー

カーは、人手に頼る工程を機械によって代置す

る、という解決策も選択しうるのである。確かに、

伝統的な杜氏集団という技能者人材が担ってきた

酒づくりに不可欠な技能・技術のある部分は、最

新の設備機器導入によるプラント化等により代替

可能であるとされる。だが、特に産地の中小酒造

業では、プラント化の方向に舵を切るというより

も、地域のコミュニティをベースとした人材育成

の仕組みを活用しながら、人材開発とりわけ酒造

技能者の育成を進める企業が多くみられる。その

理由は次の２点に集約される。

　第一の理由は、設備投資を伴うプラント化に

よって引き起こされるコストの側面であり、やや

消極的な側面である。酒造に必要な醸造機器（醸

機）は高額である。特に、各社の仕様に合わせる

場合には、汎用品であっても受注生産となるた

め、より調達コストが増加する。さらに、プラン

ト化に踏み切るという意思決定は、ある工程にお

いて何らかの醸造機器を導入することにとどまら

ず、工場を丸々新築したうえで、生産ラインを新

たに構成することを意味する。酒造業を営む企業

の99％が中小企業に分類される経営規模であるこ

と、および清酒への需要が軟調であることなどを

考えると、こうした投資に耐えうるかを見極める

のは困難である。

　また、中小規模の酒造メーカーにとって、民間

金融機関からの融資等によって追加的な資金調達

を行うことは難しい状況にある。それは、優良貸

出先の選別を強化しようとする金融機関の思惑だ

けでなく、原料の調達時に一括決済が求められ、

しかも酒造期には売り上げが立ちにくいという酒

造業の商慣行にも起因するところである。もちろ

ん、政府系金融機関や政策金融という手段も考え

られるが、それら施策を活用するにしても、資金

  

醸造を確実にするだけではなく、酒造技能・技術

の体系化にも貢献してきた。

  経営学的研究（桜井1981；加護野・石井1991；

森本・矢倉1998）のなかにも酒造技能者の行く末

についての懸念が表明されているものの２）、酒造

業を対象とした人材育成に直接的に焦点を当てた

研究は決して多くない。畑（1992）では、日本酒

造組合中央会が主催する事業のひとつとして、研

修制度と通信教育をつうじた酒造従業者の育成が

紹介されている。また、地域をベースとした酒

造技能者・技術者の育成に関しては、新潟（嶋

1991，2007；関2005）、山形（小関1992；関2006）

での取り組みについて論じた研究がある  。

  一方、酒造業という産業を支える労働のあり方
についての基底が変化するにつれ、酒造技能者の
後継者育成、技能・技術の継承問題への関心も高
まっている。従来型の技能習得過程を見直し、人
材育成の仕組みづくり、人材開発システムの構築
を進めるには、後継者育成や技能・技術の継承と
いう観点から、杜氏に焦点を当てた研究をみるこ
とも有益であろう。杜氏に関する研究は、出稼
ぎによる酒づくりという就労形態の成立を論じ
たもの（中村1999；松田1999）、杜氏自身あるい
は彼らに近い人びとが技能・技術習得の経験や
酒蔵での生活をまとめたもの（農口2003；高浜
2003；藤田2004）に類型化できる。これらの研究
には、酒づくりの技能・技術を習得していくプロ
セスが、体験的に論じられており、酒造業におけ
る従来型の人材育成が正統的周辺参加（Lave  and 

Wenger1991）という形で進められてきたことを

確認することができる。つまり、人材育成の基底
をなす杜氏集団という準拠集団が衰退しつつある
現況では、それにかわる新たな人材育成の仕組み
が求められているのである。

３．酒造業における技能者育成の必要性

  酒造業において、酒づくりの現場における高齢

化、人材不足が慢性化しているのは先述のとおり
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ける技能者人材の育成にはどのようなミスマッチ

が出てきているのだろうか。この点について、人

材育成の主体とその制度的特徴という点から明ら

かにしていく。酒造業における人材育成を、主体

となる機関・組織という観点から整理した場合、

その流れを３つに大別することができる（図表１

参照）。

　第一の流れは、国立の試験研究機関によるもの

である。その主体となってきたのは、大蔵省醸造

試験所である。1904年に設置された醸造試験所は、

同所で開発・改良された技法を全国に広めるため

に、「醸造に関する講習」が主要事業に位置づけ

られており３）、1905年には酒造講習が開催されて

いる。その後も、酒造場の子弟や従業員向けの講

習が設けられ、人材育成がなされてきた。

　第二の流れは、業界団体・専門機関・公設研究

機関によるものであり、酒造業を専門的に支援し

ようとする目的によって設置された組織によるも

のである。酒造メーカーの連合組織である日本酒

造組合中央会や、専門機関である財団法人日本醸

造協会による教育・研修制度をこの流れに分類で

きる。中央会では、経営者層や従業員の育成のた

めの講習を行ってきた。現在では、通信教育によ

る講座が設けられている。醸造協会は、醸造試

験所の第１回酒造講習を終了した講習生を中心

に1906年に発足した団体である。事業の中心に

は、雑誌の刊行、純粋酵母の培養、そして酒造講

習会の開催が据えられている。醸造協会は、酒造

講習会をつうじて人材育成を行ってきたわけであ

図表１　酒造業における人材育成の系譜

1

(a)

(b)

c

  

計画上、充分な見込みが立っていなければならな

い。清酒の需要は長期低迷傾向にあり、多額の設

備投資に見合うだけの生産量を確保しつづけられ

る見込みを立てられる状況にある企業は多くない

と思われる。

  第二の理由として、プラント化を超える技能・
技術を活用し、そこを基点として競争力強化を図
ろうとする戦略意図による、より積極的な側面を
指摘することができる。仮に資金調達が成功裏に
行われ、プラント化ができたとしても、その帰結
が量的拡大を志向するものであり、かつある程度
の品質の安定化にとどまる限り、中小酒造メー
カーはプラント化の意思決定を行わないであろ
う。なぜなら、それは規模や経営資源で比較的優
位な大手ナショナルブランド（NB）メーカーと

同一の市場で競争することを意味するためであ
る。

  もちろん、プラント化を行わないということ
は、全ての工程を人手に頼るあるいは旧来の前近
代的なやり方を志向するということではない。中
小規模の酒造メーカーは、プラント化し得ない部
分を武器とするためにこそ、品質の安定化、作業
の効率化のための設備機器導入は否定しない。技
能者に体化された技能・技術を活用した酒づくり
を行うという意思決定を行ったうえで、重労働に
過ぎる工程、たとえば蒸米の移動やビンの運搬
などへ部分的に設備機器を入れ、製造の関所に
は人手を用いる部分を残しているのである。こ
うした中小酒造業の戦略は、偶発的であるにせ
よ、より競争状況の厳しいレッド・オーシャンで
自社の製品がコモデティ化することを避けるとい
うブルー・オーシャン戦略（Kim  and  Mauborgne 

2005）の一種であると考えられる。

  このように、産地の中小酒造業では、人材育成

に対するニーズが高まっており、そうしたニーズ

への対応として先進地域ではコミュニティをベー

スとした人材育成が進められている。それでは従

来、酒造業での技能者人材はどのように育成され

てきたのだろうか。そして、従来型の酒造業にお
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る。さらに、都道府県の公設研究機関、たとえば

工業技術センターなどによる人材育成も同じ流れ

に位置づけられる。地域の主要な産業に対する支

援は、公設研究機関にとって重要な業務であり、

酒造業の地域産業に占めるウェートが高い場合に

は、より積極的な産業支援の一環として人材育成

が進められてきた。

　第三の流れは、各地域に住む杜氏、酒造技能者

の連合組織である杜氏組合中心のものである。各

地の杜氏組合では、労働条件の統一や、会員間の

交流・親睦の活動に加えて、講習会を開き、酒づ

くりの知識、技能の向上を図る活動を行ってき

た。技能・技術を高めなければ、責任ある仕事に

就くことができず、賃金も上がらないため、彼ら

には自分の腕を磨くことに対するインセンティブ

が働くわけである。そして、杜氏を務めている、

あるいは自分の技能を高めて杜氏を目指そうとす

る技能者への技能習得の機会として、夏期の講習

会が開催され、人材育成がなされてきた。もっと

も、第二・第三の流れに沿う活動も、第一の流れ

と無関係なものではなく、醸造試験所による科学

的研究、技術的改良の成果を受けて、それと複合

的に展開されてきたわけである。

４．各地の酒造業における戦略的人材育成

４－１．調査対象地域の状況

　前述の３つの流れは現在に至り、それを受けて

酒造業における人材育成の仕組みの大枠が整えら

れている。けれども、酒造技能者の育成に占める

役割の大きさには変化が出てきている。第一の流

れをくむ酒類総合研究所、第二の流れをくむ酒造

組合中央会、日本醸造協会による人材育成は、そ

れぞれ講習会形式で行われている。また、第三の

流れでは、いわゆる３大杜氏の集積地域である、

丹波・越後・南部で行われる夏期講習会４）が人

材開発の中心となっている。もちろん、酒造技能

者の育成において、講習会という形式の有効性が

低下しているわけではない。だが、講習会という

教育・研修のやり方には、Off-JTとしての制約が
ある。とりわけ、それが実際の仕事の場面と距離

的・時間的に離れている場合、人材育成の仕組み

を運営する上でOff-JTとOJTを組み合わせにく
いという問題がある。

　こうした課題を踏まえて、酒造業では、人材育

成を「地域」において行うという取り組みの比重

が高まっている５）。地域における酒造業の人材育

成は、(a)学校設置型、(b)公設研究機関主導型に
分類することができる（関2007）が、その両方を

組み合わせた (c)折衷型、での取り組みも進めら
れている。本稿で取り上げる３つの地域はそれぞ

れ、新潟＝ (a)、山形＝ (b)、福島＝ (c)、に対応す
るやり方を軸に、地域において酒造技能者の育成

を進めているという点で、注目すべき地域であ

る。

　新潟、山形、福島を含む酒造業の現状を、生産

量の面からまとめたものが図表２である。清酒

全体の生産量において、新潟は61,592klで３位、
福島は24,915klで６位、欄外ではあるが、山形は
14,855klで全国12位の位置を占めている。しかし、
それら３地域の生産量を合計しても、兵庫、京都

単独での生産量に及ばない。

　兵庫・京都の生産量が他地域を圧倒している現

状を説明することは本稿の主眼ではないが、その

理由を簡単に記しておく。兵庫・京都における酒

造業の発展は、江戸時代に兵庫の灘、京都の伏見

が銘醸地、すなわち清酒の代表的産地として認知

図表２　� 新潟・山形・福島および各地の清酒生産量
（タイプ別）　

順
位

清酒全体 吟醸酒 純米吟醸酒 本醸造酒
県名 数  量 県名 数  量 県名 数  量 県名 数  量

１ 兵庫 256,195 新潟 10,589 新潟 4,494 兵庫 25,789
２ 京都 135,956 兵庫 5,309 京都 2,968 新潟 22,781
３ 新潟 61,592 京都 5,302 兵庫 1,378 京都 5,582
４ 秋田 33,151 山形 2,742 山形 1,292 宮城 5,163
５ 愛知 29,907 広島 2,402 長野 1,217 秋田 4,611
６ 福島 24,915 長野 1,978 広島 1,052 富山 3,761
７ 広島 23,194 福島 1,779 富山 908 山形 3,600

　※数量は「課税移出数量」、単位はkl。
　※清酒全体で見た山形県は14,855kl（12位）

出所：酒造組合中央会調査（平成15年）より作成
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なる。①の厳選された原材料を用いるとは、大粒

で心白の大きいという酒づくりに適した適性をも

つ酒造好適米や、吟醸香を産み出す純粋な酵母を

用いることである。大吟醸酒に使用される酒造好

適米については、各社ともその産地と米の等級に

までこだわっている。たとえば、兵庫県産特Aラ
ンクの山田錦、新潟県産特級の五百万石といった

具合である。②の米の精米歩合を高めるというこ

とは、先に述べた酒造好適米の50％、あるいはそ

れ以上を糠にして、中心部に残った質の良い部分

のみを用いるということである。そのため、特定

名称酒づくりに使用される原材料の１つである米

の価格は相対的に高いものとなる。こうした条件

を整えたうえで、③のようなやり方で行われるの

が、吟醸づくりとよばれる酒づくりのやり方であ

る。厳選された材料を用いるため、生産量も限ら

れてくる。仕込にも手間がかかる。コンマ１℃の

水温を見極めながら浸漬を管理し、最適な状態に

蒸米を仕上げて製麹を行い、低温でじっくりと醗

酵させるなど、各工程で微妙な調整が必要になっ

てくるため、手作業が多く用いられる。

　新潟・山形・福島の３地域では、その位置づけ

に濃淡はあるものの、大吟醸酒の製造をつうじて

酒質の向上が図られた。吟醸づくりの技法は、地

域における公設研究機関の指導と人材育成の仕組

みをつうじて、各社に広められていった。これら

３地域における人材育成の仕組みを制度的にみた

場合、(a)学校設置型、(b)公設研究機関主導型、(c)
折衷型という特徴を指摘することができる。な

お、コミュニティをベースとした人材育成におい

て技能・技術の水準を担保するという役割を担う

プレイヤーはどこかという側面からみる場合、そ

の役割を各地域ともに公設研究機関が担っている

ことが確認できる。さらに、公設研究機関により

広められた吟醸づくりの技法が土台となって、各

社の現場で企業の競争優位を形成する部分にまで

高められ、それが各社の製品の違いとして現れて

いる10）。

　以下では、新潟・山形・福島の各地域における

  

されたことで、他の地域に比べて販路拡大が迅速
に進んだこと、そしてその時点から続く資本の蓄
積が大企業化を促進し、清酒の需要の拡大期に見
合った生産量の拡大を可能にしたという歴史的経
緯に求められる。そして清酒への旺盛な需要を背
景に、大企業化した酒造メーカーは近代的経営の
もと、各地の卸売業との協力により、その後全国
に販路を拡大し、さらに昭和30年代以降は４マス
媒体を中心とする  PR  活動と営業網の整備により

売り上げを伸ばし、兵庫・京都の二大産地体制が
確立した６）。

  本稿で取り上げる地域を含む灘・伏見以外の地

域では、それ以降、差別化による競争戦略を展開

する必要に迫られてきた。とりわけ、新潟・山

形・福島各地域では特定名称酒７）、すなわち高級

酒の生産に力を入れる姿勢を明確に打ち出して差

別化を進めてきた８）。

  図表２にも、吟醸酒・純米吟醸酒・本醸造酒と

いったジャンルの生産量では、本稿で取り上げる

地域が上位を占めている状況が現れている。それ

は後述するように、新潟・山形・福島では、ある

時期以降、戦略的に特定名称酒における強みを構

築して差別化を図ろうとし、またそうした取り組

みを継続できるだけの人材を確保してきているこ

との１つのあらわれである。

  特定名称酒での強みを構築することは、酒質の

向上を図ることと密接な関係をもっている。特

に、特定名称酒の最高峰、大吟醸酒の製品づくり

は、高度な酒づくりの技能・技術を必要とする。

そのため、大吟醸酒に取り組むことにより、人材

育成にもあわせて取り組むことが要請される。ち

なみに、大吟醸酒とは、①厳選された原材料を用

い、②米の精白歩合を高めたうえで、③製造工

程で手作業を多く用いながら、少ない仕込量で、

細心の注意を払ってつくる酒である９）。したがっ

て、大吟醸酒づくりは、技能・技術の鍛錬に適し

ており、技能者人材の育成において極めて効果的

な  OJT  の場面を提供する。
前述の①～③をより詳細に述べれば次のように
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ら、新潟県酒造組合、新潟県醸造試験場、および

関連４団体と呼ばれる新潟県酒造従業員組合連合

会、新潟県杜氏研究会、新潟県清酒研究会、新潟

県清酒学校同窓会が深く関与している。

　清酒学校における実習・講義の領域は、図表３

のとおりであるが、①基礎科学および醸造学の知

識に関するもの、②清酒製造知識および醸造学の

知識に関するもの、に該当する技能・技術関連の

講義と実習の部分に越後流吟醸づくりの技法が取

り入れられている。とりわけ、清酒製造に直結す

る知識の習得を目的とした②の分野には、原料関

連、麹関連、酒母関連、精成・貯蔵・濾過、出荷

管理等に関する講義と、微生物・分析・きき酒に

関する実習が含まれ、十分な時間が割り当てられ

ている。

　清酒学校の修養年数は３年、定員は20名程度、

春から秋期に開講し、特に夏には集中的な講義・

実習が行われる。清酒学校の卒業率は約90％、卒

業生は300名を超える。酒造技能者の育成という

側面から、成果を確認するとすれば、卒業生の県

内酒造メーカー在職率は88％に達する。また、県

内96社で、杜氏またはそれに相当する職位を務め

る卒業生が28人存在する。これらの数字は、「新

潟県清酒業界の発展に寄与する人材の育成」の達

成度合を示すものであり、卒業生杜氏の増加は同

地における戦略的な人材育成の象徴である。

４－３．山形のケース―濃醇旨口化戦略

　山形県における地域としての戦略は、「濃醇旨

口化戦略」である。新潟清酒の成功と同時期に起

図表３　新潟清酒学校の概要　

  

吟醸づくりに係る戦略と人材育成との関係を述べ

る。具体的には、吟醸づくりの戦略に基づき人材

育成の仕組みが整えられ、その運営をつうじて戦

略的な人材育成が行われていることを、新潟・山

形・福島のケースから示す。

４－２．新潟のケース―淡麗辛口化戦略

  新潟県における地域としての戦略は「淡麗辛口

化戦略」である。それまで清酒は、伝統的に甘

口であった。1980年代に至って、食生活の洋風

化、サラリーマン層の増加による労働の変容など

のシグナルを察知し、新潟県醸造試験場を中心と

して辛口化への舵取りを行った。また、新潟での

酒づくりには、寒冷地という特性に起因する低温

での仕込み、主力酒造好適米である五百万石の特

性など、淡麗な酒に仕上がる土壌があった。そこ

で、新潟県の酒造技術において主導的な役割を果

たす醸造試験場では、淡麗かつ辛口な酒づくりを

目指して、越後流「吟醸づくり」の技法の科学的

な裏づけを行った。そして、その方向性を積極的

に受け入れたいくつかの酒造メーカーを先導役と

して、新たな酒質にあった酒づくりへの転換を数

年がかりで進めたのである。それら先導役のメー

カーで、酒質の向上が目に見えるかたちで顕在化

すると、各社も次第に吟醸酒づくりに力を入れ始

め、その技法を一般酒レベルの酒づくりにまで反

映させていく。これが、新潟の酒といえば淡麗辛

口、という成果をもたらした戦略的な取り組みで

ある。

  淡麗辛口化を推し進めるには、それを担保する

人材の育成が不可欠であった。したがって、新潟

では人材育成への取り組みも戦略的に進められて

きた。同地の人材育成の特徴は学校設置型という

点であり、その柱は新潟清酒学校とその継続的運

営である。1984年に設立された清酒学校は、設立

趣旨に「新潟清酒学校は酒造技能者育成のための

専門教育機関である」とうたわれているとおり、

新潟県酒造業が地域ぐるみで立ち上げた自前の人

材育成の仕組みである。清酒学校には設立時か
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導型、すなわち山形県工業技術センターのイニシ

アティブによるものであり、戦略的な人材育成の

柱となるのが図表４に示した２つの仕組みであ

る。１つ目は、1977年開始の清酒製造技術講習で

ある。短期研修と通称されるこの講習では、酒造

理論と醸造への理解を深め、技能・技術の総合的

レベルアップを図ることを目的に、８月に合計36

時間の講義が行われる。

　２つ目は、酒づくりに関わる課題やテーマを

持った技術者・技能者を工業技術センターが受

け入れる研修生（On the Research Training: ORT）
制度である。人数は限られているが、この仕組み

を利用することにより、研修生および派遣元企業

が希望する清酒製造にまつわるテーマに関して、

理論的・技術的な指導を受けることで酒造理論の

習得、技能・技術の涵養がなされる。また、セン

ターが主催する講習や、各地への視察などへの参

加、さらに各社への指導へも同行が許されること

で、酒づくりの現場で知識・技能を確認すること

もできる。

　この制度によって、県内の酒造会社において杜

氏・製造責任者を務める人材が育成されている。

こうしたやり方は、長期にわたる指導、育成期間

が確保できるため、高度な技能の習得や比較的高

いレベル14）の酒造技術、醸造理論の習得に適し

た少数精鋭型の人材育成のやり方であるといえ

る。

図表４　山形県における人材育成の仕組み

  

  

  

                                                      

こった地酒ブームは、全国の産地における淡麗

化・辛口化の流れを確実なものにするとともに、

地域間の競争を激化させた。このような外部環境

を捉えて、山形県の酒造技術を主導する工業技術

センターは、フレッシュな味と華やかな香りを求

める消費者の志向という環境の変化に対し、過度

の淡麗化への問い直しから、地域の酒質を濃淳旨

口にするべく舵取りを行った。

山形県では、1980年代後半から、県産清酒の質

の向上を目指し、工業技術センターを中心に、４

つのプロジェクト11）が推進されてきた。特に「県

を代表する大吟醸酒を開発する」ための山形讃

香12）開発プロジェクトでは、工業技術センター

が指導的役割を果たし、それが各メーカーにおけ

る吟醸づくりの技法の確立をもたらしたとされ

る。また、取り組みのなかで、濃淳旨口の吟醸づ

くりの仕上げとしての「適正熟度管理」という考

え方に到達する。各社は、プロジェクトの進展と

担当者の熱意に押されて、吟醸酒づくりにも力を

入れ、適正熟度管理の技法を一般酒レベルの酒づ

くりに反映させていき、県産酒のレベルが徐々に

向上していった。これらの複合的な取り組みが、

後に述べる全国新酒鑑評会での成果をもたらした

のである。

山形県には、特定名称酒への注力、濃淳旨口化

の推進に適した要因があった13）。それは、伝統的

に地元に常駐する酒造技能者、従業員を中心に酒

づくりが行われてきたことである。このことの意

味は、酒造期の品質管理はもちろん、それだけで

なく品質が劣化しやすい夏期に適切な管理が可能

であったことにある。一方でそれは、地元の酒造

技能者、従業員の年間雇用化と、蔵元自身が酒づ

くりにより深くコミットするという方向性も促進

した。こうしたことが、研究開発プロジェクトと

同時に、品質の高い清酒を製造しようとする目標

を担保する技能・技術の向上を、地元人材の育成

により果たそうとする取り組みが進められた背景

にある。

山形における人材育成の特徴は公設研究機関主
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４－４．福島のケース―金賞獲得戦略

　福島県における地域としての戦略は、「金賞獲

得戦略」である。福島県酒造業の外部環境は、山

形のそれと同様であり、激化する地域間競争に挑

む上での差別化が必要であった。酒造技術におい

て主導的な役割を果たす福島県ハイテクプラザ・

会津若松支援センターでは、酒質の向上を図り、

同時に各社の個性を活かした製品づくりへの指導

を行っている。目標としたのは、県として一定の

方向性に酒質をまとめていくというよりも、もと

もと県内各地域にある多様な味を活かすことであ

り、それぞれのかたちで酒質を高めたうえで、全

国新酒鑑評会における金賞受賞数を日本一にする

ことであった。

　福島における人材育成の特徴は図表５のとお

り、学校設置型による仕組みと公設研究機関主導

型による仕組みを組み合わせるかたちで、いわば

折衷型で人材育成が進められていることである。

　鑑評会での金賞受賞に向けた、戦略的な人材育

成の柱となるのが図表５に示した２つの仕組みで

ある。１つ目は、1991年開始の清酒アカデミーで

ある。清酒アカデミー職業能力開発校という正式

名称が示すとおり、厚生労働省の管轄による職業

能力開発校として開設されている。３年間の課程

は、初級・中級・上級コースと位置づけられ、醸

造技術の習得、実践的知識の習得、きき酒能力の

向上を目的とした講義・実習が設けられている。

とりわけ、きき酒の能力開発についての機会が数

多く設けられているのが特徴である。きき酒を重

視するということは、山形における人材育成の仕

組みと共通するものである。

　２つ目は、福島県酒造組合会員の有志32社によ

り、1995年に結成された「高品質清酒研究会」の

活動である。その会は初期には金獲り会と称さ

れ、全国新酒鑑評会での金賞獲得数日本一を目標

として企業の枠を超えて、酒づくりの現場の公

開、情報交換を進める目的で設立された。高品質

清酒研究会の活動は、県ハイテクプラザの研究員

による指導を受けながら、酒づくりの責任者・杜

氏クラスの人材が集まる会合を重ねることで進め

られている。その場では、原料米の情報、温度管

理、貯蔵方法などの情報を持ち寄り、酒づくりで

の成功、失敗を持ち寄るなどして実践的な議論が

行われている。

　2005年からは、全国新酒鑑評会の審査と同一の

状況を会津若松支援センター内に再現し、各社が

鑑評会に出品を予定している出品酒の経時変化の

分析を行うようになった。分析結果は高品質清酒

研究会の場において検討され各社の酒づくりに

フィードバックされる。その結果、参加各社は、

鑑評会の審査が行われる時点から逆算して、最高

の品質が保たれるような工程の設計を行うことが

できるようになった。、また、そのことが熟度管

理の徹底、輸送・保存方法の調整も可能にした。

さらに、各時点における酒質の判断に不可欠な、

きき酒の能力を高めることへの意識が高まるとと

もに、能力開発のための機会も多く設けられるよ

うになっている。

　センターによる科学的分析と、きき酒による官

能評価を統合して、鑑評会での金賞受賞、という

レベルを満たす酒質を実現するため、製品からさ

かのぼって酒づくりを考えられる人材の育成が戦

略的に行われているのである。福島では、清酒ア

カデミーの卒業生を、酒づくりを担当する職務に

行きわたらせ、高品質清酒研究会に参加するレベ

ルの人材とともに働くことで、Off-JTにOJTを、
OJTにOff-JTを連続させ、実務をつうじて技能・
技術の強化や、醸造理論の習得が行われているの

図表５　福島県における人材育成の仕組み
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である。

５．ま と め

５－１．３地域の人材育成とその成果

　本稿で取り上げた３地域における人材育成の成

果の１つを、酒類総合研究所の主催による全国新

酒鑑評会での入賞数、金賞数にみることができ

る。なぜなら、全国新酒鑑評会での受賞は、高度

な技能・技術を求められる大吟醸酒の品質の高さ

を証明する１つの指標であるためである。平成15

酒造年度から３年間の入賞数、金賞数を実数ベー

スでみると、トップの座を新潟・山形が競い合う

という構図に、福島が割り込んできている。平成

17酒造年度の金賞受賞蔵数でみると、福島が23蔵

でトップ、山形（18蔵）、新潟（17蔵）がそれに

続いている。図表６は、入賞率と金賞受賞率を示

したグラフである。生産量で３地域を大きく上回

る兵庫、京都の入賞率が30％に届く程度であるの

に比べて、新潟・山形・福島の強さが目立ってい

る。この数値は新潟・山形・福島で進められた酒

質の向上を図るための戦略と、それを裏打ちする

ための戦略的な人材育成の体制が並行的に進めら

れたことの１つの到達点である。その結果、全生

産量に占める特定名称酒の割合の高まりがもたら

され、全国新酒鑑評会における入賞・金賞の受賞

数も増加の傾向をたどっている。これは、それら

地域の酒質が全体的に向上しつつあることを示す

ものである。

　新潟・山形・福島各地域では、目標とする酒質

を達成するための戦略を策定し、それとの整合性

をもったかたちで、地域における戦略的な人材育

成が続けられている。人材育成の仕組みについて

は、各地域の状況に応じたやり方が選択され、運

営されているが、座学を中心とするOff-JTが酒
造の閑散期に行われ、そこで学習した内容を冬期

の酒づくりの現場におけるOJTで確認するとい
うやり方には共通性がある。新潟・山形・福島の

事例から、人材育成の仕組みを運営する上でOff-
JTとOJTを組み合わせやすいという、酒造業に
おける人材育成を「地域」で行うことの利点もま

た確認できよう。地域において人材育成の仕組み

を整え、それを運営することにはもう１つの利点

がある。それは、コード化しにくい知識・情報は

それが生成され、活用されている状況や場所にお

いて行われるほうが伝達されやすいという情報粘

着性についての議論から示唆される。そのことを

考えると、人に体化された技能の継承を図る上で

の有効性も期待される。

５－２．�中小企業の人材育成へのインプリケー

ション

　中小企業の人材育成、人材開発のある部分は、

その組織的インフラと通常業務の遂行過程と不可

分に結びついている（Hill2004）。また、中小企
業の人材育成、人材開発には、ビジネスの規模や

経営資源上の制約に起因するところのみならず、

いくつかの欠けている部分（lacks）があるともい
われている。経営者による人材育成への理解が少

ない、管理者（マネジャー）が人材育成にかける

時間をもてない、短期的な競争力強化につながる

ところに資金を配分するために人材育成には資金

的なサポートを行いにくい、など社内的なものだ

けではなく、中小企業にフィットする人材開発、

あるいは教育・訓練のツールや手法が充分ではな

い（Taylor, et al.2004）、といった社外的なところ
も欠けている部分として指摘されている。

　地域をベースとしたHRD（Human Resource 

図表６　新潟・山形・福島の鑑評会成績
（入賞率・金賞受賞率）
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Development）の仕組みが、活用主体として中小
企業を想定し、そのニーズにあったかたちで運営

が行われれば、中小企業は人材開発システムの一

端に地域ベースのそれを取り入れて人材問題を考

えることができる。

　図表７には、中小企業の人材開発（HRD）の
流れが示されている。そこでは、中小企業におけ

る人材開発が、通常の業務（ルーティン）と組織

のインフラストラクチャーに結びついており、そ

のプロセッサーとして人材開発が位置づけられて

いる。この機能を自社単独で果たし得ない場合、

あるいはより効果的なやり方が地域コミュニティ

をベースとすることで可能になる場合、人材開

発・人材育成を担う仕組みが地域に設けられると

考えられる。とりわけ、地域のコミュニティに密

接に結びつき、ロックインされた技能・技術を習

得させる、または継承させるという当該地域なら

びにそこに所在する中小企業のニーズに基いて人

材開発・人材育成を行おうとする場合には、地域

の人的リソースを活用して、HRDを担う仕組み
を整えることは検討に値する。また、地域コミュ

ニティをベースとしたHRDの仕組みに人材を送
り出すことで、知識の循環も促進される。地域コ

ミュニティをベースとしたHRDの仕組みでは、
座学により形式知が教えられ、実習や先輩、他社

の同年代の従業員との交流をつうじて、文書化し

にくい知識やノウハウが伝えられる。それら知識

は、中小企業の通常業務、そしてそれらが行われ

る現場において効いてくるのはもちろんだが、そ

れだけではない。図表７が示唆しているとおり、

中小企業の組織における学習プロセスにも影響を

及ぼし、個人や組織への知識の循環がもたらされ

る。さらに、地域をベースとしたHRDの仕組み
には、それを活用している各中小企業の人材開発

システムにより創出された知識が積み重なってい

き、そのプロセスで技能・技術と結びついた知識

もまた再解釈され、再構成され、練りこまれてい

くのである。

　たとえ、その実態が、現時点では基礎的技能、

知識の習得に適した仕組みに過ぎなかったとして

も、中小企業にとって大きなチャンスとなる。地

域コミュニティをベースとしたHRDの仕組みを
用い、人材開発システムを動かすことができるな

らば、従業員の技能・技術の底上げによる人的資

源の強化をつうじて、中・長期的に競争力を鍛

えるという可能性が見えてくるのである。地域

をベースとしたHRDの仕組みをつうじて獲得さ
れ、ブラッシュアップされる技能・技術や知識

それ自体が、学校あるいは講習会等のOff-JTに
よって教えることができる性質をもったものに過

ぎないという見解もあるだろう。しかし、それが

基礎的なものであったとしても、そのことがもつ

重要性は減少するものではない。新潟県酒造業に

おいて清酒学校で学ぶ技能・技術や知識が、より

高品質な清酒をつくる「吟醸づくり」に関わる技

法の土台をなしているように、地域をベースとし

たHRDの仕組み、なかでもOff-JTによって教え
ることができる性質をもった基礎的な技能・技術

は、新たな技術や、それを活用した新製品・新

サービスを創みだす基盤をなすものである。その

ため、地域をベースとしたHRDの仕組みをつう
じて基礎的、基盤的な技能・技術や知識が、地域

の各社にもたらされることによって、当該地域の

企業競争力が全体的に底上げされると考えること

ができる。

　酒造技能者のキャリアという面からすると、地

個人あるいは組織への暗黙知の循環

アウトプットプロセッサーインプット

中小企業の組織に
おけるインフラと

通常の業務

人材開発
（Human Resource 
Development）

中小企業の組織に
おける自然発生的
な学習プロセス

図表７　中小企業のHRDの流れ

出所：Hill（2004）、p.13の図を修正
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域において教育・研修の機会が設けられれば、そ

れを活用してのキャリア開発が容易になる。ま

た、初期キャリア段階における基礎的技能、知識

の習得に適した仕組みが整えられることは、ビジ

ネスの規模や経営資源の制約を有する酒造企業

が、従業員の技能・技術の底上げによる人的資源

の強化を果たすことにつながる。さらに、確かな

技能・技術による酒づくりは、酒質の向上をもた

らし、競争力のある、差別化した製品づくりに寄

与するであろう。

　それでは、地域をベースとしてHRDの仕組み
を運営することは、敵に塩を送る結果になってし

まうのだろうか。新潟・山形・福島の酒造業の

ケースをみる限り、それは杞憂に過ぎないと思わ

れる。企業の競争優位性の源泉となるような知識

は、不可視的であり、組織全体的に埋めこまれ、

かつ経路依存的であるといった性質をもっている

（Tallman, Jenkins, Henry & Pinch, 2004）。そのため、
他社による模倣可能性は低い。したがって、地域

をベースとして人材育成が推進されたとしても、

各社の競争優位性の中核部分は揺らがないであろ

う。

　地域共通のプラットフォームとして機能してい

る技能・技術を習得したとしても、それらを企業

の競争優位性の源泉となるものにまで高めるに

は、その技能や知識が各企業の酒づくりの現場に

おいて実践に移され、高められることが不可欠で

ある。
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３） 大蔵省醸造試験所の設立趣意書には、「清酒醸造の方法
を改良すること」が掲げられている。醸造試験所の活
動としては、初期には腐造防止のための研究、技術開
発、指導が重視され、以降は安定的な醸造を行うため
の研究、指導が図られたが、その事業には、酒税の安
定的徴収という側面もあった。

４） 南部杜氏協会による「夏季講習会」は参加資格を緩和
したことに伴い、最大規模を誇っている。

５） 代替可能性の低い経営資源の衰退を防ぎ、その産業全
体の競争力を地域として高めようとするような場合、
産業特殊的な技能・技術をもつ人材を地域において育
成することが、ある１企業の経営課題を超え、地域の
課題として認識される。そして、その認識が共有され
ると、限られたパイをめぐる競争という状況を離れ、
業界、関連産業、公設研究機関、教育機関、その他の
企業、組織を挙げた体制づくりが行われるのである。

６） 灘や伏見を抱える両地域の生産量は、経営規模が大き
く、ナショナルブランド（ＮＢ）商品を全国展開する
メーカーが多く存在することによって押し上げられて
いる。もちろん、灘や伏見に所在する企業であれば規
模が大きく、ＮＢ商品を全国に流通させるかたちでの
経営を行っているわけではない。そのような状況にあ
る中小規模の企業では、灘・伏見＝ＮＢ商品という図
式からの差別化が課題となるわけである。

７） 清酒は、「清酒の製法品質表示基準」によって1988年か
ら、原料、製造方法等の違いにより①普通酒、②本醸
造酒、③純米酒、④吟醸酒、に大別されるようになっ
た。「特定名称酒」とは②～④の総称である。

８） 新潟、山形、福島地域では特定名称酒に注力し、大手
メーカーとの差別化を図っている。各地域の酒造メー
カーには、ＮＢ商品との競争に打ち勝ち、同時に地域
内または近接した地域の酒造メーカーの製品から市場
を守るために、差別化した製品をつくり、可能であれ
ば非価格競争に持ち込むことが求められている。

９） このレベルの酒は、独立行政法人・酒類総合研究所が
主催する「全国新酒鑑評会」の出品基準に則ったもの
であり、一面では各社の真価が問われる酒であるとい
うことができる。

10） 各企業の競争優位につながる部分に関わる技能・技術
を特定化することは難しいが、その点が杜氏、あるい
はそれに相当する酒造技能者の技量によって左右され
るものであると考えられる。

11） ４つのプロジェクトは、①県を代表する吟醸酒開発＝
山形讃香の開発、②新酵母の開発＝山形酵母、清々
酵母等の研究開発、③酒造好適米の開発＝出羽燦々の
研究開発、④それらの原材料を用いた純山形県産酒の
開発＝DEWA33の開発・商品化である。詳細は、関
（2007）を参照のこと。

12） 「山形讃香」には原材料や製法上の基準があり、完成し
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注
１）本稿で取り上げる酒造業は、伝統的工芸品産業の振興
  に関する法律（いわゆる「伝産法」）に定める伝統産業
  には含まれていない。しかし、一般的に伝統産業とみ
  なされ、地域として伝統産業に含めている場合もある
  （京都など）こと、伝産法の指定要件、たとえば「100
  年以上の歴史を持ち、伝統的に使用されてきた原材料
  や技法を用いる」などに合致する部分も多いことなど
  から、伝統産業として位置づけている。
２）伝統的な嗜好品であり、食文化の一翼を担う清酒への

    関心の高さを反映し、清酒にまつわる書籍は多い（坂
    口1957；秋山1994；篠田1999など）。また、特定地域の
    酒づくりやある時代以降の酒造業の形成過程を論じた
   もの（上村1989；篠田1989；藤原1999；青木2003など）
   や、清酒の品質向上、製造方法の改良等に従事する立
    場から酒づくりを論じたもの（上原2002；蓮尾2004）
    の蓄積もある。本稿がなるにあたっては、これらの研
    究からも示唆を得ている。



た製品にも厳しい審査がある。審査の合格率は約40％
であり、不合格のものは山形讃香を名乗れない。また、
審査を通過し、山形讃香の名前で市場に出たもので
あっても、企業名を明記できないなどの条件がつけら
れている。

13） いま１つの要因として、製造設備を適正規模にとどめ

ていたということが挙げられる。規模を追わなかった
ことにより、過剰な設備投資が回避され、そのことが
手間のかかる高級酒の製造への適応を可能にした。

14） 聞き取り調査において、「高いレベル」のたとえには、
「工業製品ではなく、作品としての清酒をつくれるよう
な技能・技術の習得」を図るということが挙げられた。
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